
大分県医療施設等経営強化緊急支援事業費補助金実施要領 

 

１. 生産性向上・職場環境整備等支援事業 

（１）目的 

医療人材の確保が喫緊の課題となっている中で、限られた人員でより効率的に業務を行う環境

の整備費用に相当する金額を補助することにより、業務の生産性を向上させ、職員の処遇改善に

つなげることを目的とする。 

 

（２）事業実施主体 

   以下の支援対象施設を運営する法人又は個人とする。 
 

＜支援対象施設＞ 

   令和７年３月３１日時点でベースアップ評価料を届け出ている病院、有床診療所（医科・歯科）、

無床診療所（医科・歯科）及び訪問看護ステーション 

 

（３）事業の内容 

   （２）の支援対象施設において、令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に、業務の

効率化や職員の処遇改善を図る。 

 

（４）補助金の交付対象となる取組 

   以下の取組のいずれか（複数可）を補助対象とする。 

  ①ＩＣＴ機器等の導入による業務効率化 

    タブレット端末、離床センサー、インカム、ＷＥＢ会議設備、床ふきロボット、監視カメラ 

等の業務効率化に資する設備の導入 

  ②タスクシフト／シェアによる業務効率化 

    医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の新たな配置によるタスクシフト／シェア 

  ③補助金を活用した更なる賃上げ 

    処遇改善を目的とした、既に雇用している職員の賃金改善 

 

２. 分娩取扱施設支援事業 

（１）目的 

特に分娩取扱施設が少ない地域等における分娩取扱機能の維持のための取組を支援し、地域で

こどもを安心して生み育てることのできる周産期医療体制を確保することを目的とする。 

 

（２）事業実施主体 

以下の支援対象施設を運営する法人又は個人とする。 
 

＜支援対象施設＞ 

分娩取扱施設のうち、令和５年度における分娩取扱件数が、平成２９年度から令和元年度の３

年間における分娩取扱件数の平均を下回っている病院、診療所及び助産所 



（３）留意事項 

  ① 本事業においては、以下の補助金の交付を受ける分娩取扱施設については補助の対象外とす

る。（（ア）及び（イ）については令和６年度に実施する事業に限る。） 

   （ア）平成２１年４月１日医政発 0401007 号厚生労働省医政局長通知「産科医療確保事業の実

施について」の別添「産科医療確保事業等実施要綱」に基づき実施する産科医療機関確保事

業 

（イ）平成２１年３月３０日医政発第 0330011 号厚生労働省医政局長通知「周産期医療対策事

業等の実施について」に基づき実施する周産期母子医療センター運営事業 

（ウ）令和７年４月１日医政発 0401 第５号厚生労働省医政局長通知「令和７年度（令和６年度

からの繰越分）医療施設等経営強化緊急支援事業の実施について」の別紙「医療施設等経営

強化緊急支援事業実施要綱」に基づき実施する地域連携周産期支援事業（分娩取扱施設）及

び地域連携周産期支援事業（産科施設） 

  ② 補助金の交付を受けた開設者又は開設者であった者が、補助金の交付を受けた日以降、正当

な理由なく廃院する場合、補助金全額を返還すること。 

 

附 則 

  この要領は、令和６年度２月補正予算に係る大分県医療施設等経営強化緊急支援事業費補助金か

ら適用する。 

 


